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農村RMO・・・活動のステップ
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立ち上げ期のステップでの有効な取組

•仲間を集める

→地域内の既存組織と連携し、各組織の得意分野を担ってもらう

•想いを共有する

→農村RMOスタートアップ支援を活用し、視察や話合いを行う

•将来像を描く

→農村RMOモデル形成支援を活用し、ビジョンの策定や実証的な取組を実
施する
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多様な組織と連携した「川茂見守り隊」が活躍（新潟県佐渡市川茂地区）

【取組のポイント】
〇集落協定と社会福祉協議会が連携して、地域の高齢者の見守りを行う“見守り隊”を結成
〇地区の全戸が「見守り隊」に加入し、住民が参加できる体制を構築

１．地域の概要・課題 ２．取組の経緯

５．取組の体制 ６．苦労した点やその解決方法・今後の展望

３．取組内容 ４．成果

【連携のポイント】
▶社会福祉協議会実施のアンケート調査結果や既存の制度を活用することで集落の負担減！
▶互いの足りないところを補いwinwinの関係で取組を実施

・社協が川茂地区の全住民にアンケートを実
施し、その結果から困りごとがあるときに手
伝いをお願できる人が少ない状況が判明

・住民の「手伝ってほしいこと」と「手伝えるこ
と」を調査し把握、「見守り隊」参加者の登録
や支援対象となる住民をスムーズに特定

・社協が元々行っていた見守り活動を、集落
協定の持つ人間関係等により強化する形で、
川茂地区全体で高齢者の見守り活動を行う
「見守り隊」を結成

・中山間直払制度を活用し、見守り隊の活動
と農地保全の活動を一体となって取り組む体
制を整備

・社協の仕組みを活用し、助けてほしい人と
助けることができる人のマッチングを実施

・川茂見守り隊には川茂地区の住民114戸

全戸が加入。令和３年から生活扶助サービ
スを開始

・住民間での声掛けが増加し、地域活動へ
の意識も向上。草刈りなどがより活発に

Q：苦労したところは？
A：集落協定が中心となった事業であり、協

定参加者以外の住民の理解や協力を得る
必要があった。そこで、まず集落長に丁寧に
説明し、集落長から各集落の住民に説明す
る機会を設け、理解の浸透を図った。
Q：今後の課題は？
A：継続のために、もっと多くの人に主体的に
関わってもらうための工夫が必要

【地域の課題】

・集落は通学、通院、買い物の便が悪く、
人口減少と高齢化により、ひとり世帯、高
齢者世帯が増加

・佐渡市社会福祉協議会（以下、「社協」
という。）が生活支援事業を行っていたが、
依頼も少なく、また、集落の誰にボラン
ティアを頼めばよいかがわからない状況

佐渡市

【集落の風景】

【地域の概要】
〇地域の特徴

・佐渡市の南西部の盆地に広がる集落で、
島内の豪雪地域。下川茂、外山、上川茂
の３集落を合わせて川茂地区という

○主要作物
・水稲、椎茸

【見守り活動実施体制】

【連携のメリット】

・既存の取組の活用により、新規に事業を立
ち上げる際の時間を要する課題（関係者との
調整や資金の確保など）解決の必要なし

・制度やノウハウはあるが地域の事情に詳し
くない社協と地域の情報をよく知る集落が連
携することにより、お互いの目的を達成

【活動内容】
・重作業（草刈り、除雪等）
・軽作業（電球の取替等）
・買い物支援（買ってくる・連れていく）
など

〇位置



【地域の概要】
・JR小浜駅から南東へ約6km、松永川に

沿って広がる国分、東市場、太興寺、上
野、四分一、三分一、門前、池河内、平
野の９集落で構成（国分集落のみ遠敷
地区、他は松永地区）
・地区人口1,155人、306世帯
・高齢化率 33.61%(R5.3末時点)
・農地面積 178ha

【地域の課題】

・担い手の高齢化が進行し、後継者不足
と集落機能の低下に直面
・圃場の分散による非効率性

・耕作放棄地が発生し地区の存続に不
安

・S40年代に整備した施設の老巧化、狭小かつ

分散した農地の非効率性と、個人農家の高齢化
に伴う担い手不足、集落機能の低下に対応する
ため、H15以降新たな基盤整備を実施
・安定的な営農体制の必要性が認識され、H19
に土地改良区を中心とした農事組合法人を設立
・経営判断を迅速化するため、H29に若手を中
心とした「株式会社永耕農産」を設立

・営農に集中できるよう、地域活動を担う「松永
あんじょうしょう会」を設立

・基盤整備による大区画化
・営農と農地保全の主体を分離（２階建方式の導入）

・農地保全活動では受付や時間管理をあんじょうしょう会が、
作業割当てを土地改良区が行い、畦畔や法面の草刈りや水
路管理を集落が共同で実施（「草刈隊」の結成）

・あんじょうしょう会に地域活性化組織（松永いきいきふるさと
塾）や老人クラブ、婦人会、子供会等の地域組織を取り込ん
だ体制づくりを実施

・地域資源を活用した園児・児童向けの環境学習や農業体
験の場を提供、ビオトープ
の整備
・農産物直売所の開設による
地域産米の直売
・農泊事業（松永六感藤屋）

・20名の担い手が営農に専念でき農地集積率は
80%以上
・荒廃農地の減少（H27約2.7ha → R4約1.4ha）
・直売所で地域産米「清流米」の販売

（R4実績144.5俵）

・田植えや田んぼアート活動等に近隣の児童が参
加、農業を身近に体験することで将来の就農意欲
醸成にも期待
・農泊施設を核とした交流人口増
【連携のメリット】

・農地や施設を管理する土地改良区が作業対象を
割り当てることで必要な個所へ適切に保全作業を
実施
・営農側OBを保全側へ迎え入れ、農地保全活動
の質を向上

Ｑ：苦労した点や成功の秘訣は？

Ａ：体制構築プランの策定では土地改良区の理事長
が強力なリーダーシップを発揮。また各農家の主人や
家族も含め意見をしっかり聞いて理解に努めた。また、
成果を挙げるには大区画化が必要。
Ｑ：今後の課題は？

Ａ：水路では通路の幅員不足により草刈機が使用困
難で、将来の検討課題。
Ｑ：今後の新たな取り組みは？

Ａ：農泊事業を進展させ地区の文化・自然を発信した
い。またコウノトリの採餌場としてビオトープの再整備
や、半農半Ｘへの取組を検討中。

株式会社永耕農産

一般社団法人
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★営農に注力
・農業経営、農地集積・集約化
の受け皿、雇用創出

★農地保全と
営農サポート
・農地・環境保全の共同活動

（草刈隊）
・農地の利用調整
・地域の多様な組織が参画
・子ども向け農業体験活動

１．地域の概要・課題 ２．取組の経緯 ３．取組内容 ４．成果

５．取組の体制 ６．苦労した点や解決方法・今後の展望

【取組のポイント】
○二階建て方式により営農と地域保全の主体を分離、効率的な営農を実現
○学校と連携し子供たちへの農業体験を提供、将来の担い手確保へ期待

【連携のポイント】
▶土地改良区を中心に地域の様々な組織を巻き込んだ地域住民一体の農地保全活動
▶二階建て方式の両輪を回す巧みな体制づくり

福井県

松永・
国分地区

小浜市

土地改良区を中心とした「松永あんじょうしょう会」の地域ぐるみの活動(福井県小浜市松永地区)
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地域の農協が地域資源の活用や生活支援に取
り組む事例

•新規就農者支援（JA佐渡）

• Aコープ等による移動販売車の運行（JAきくちほか）

• JAと集落が一体となって「道の駅」を生活拠点として運営（JA上伊那）

• JA支店が地域運営組織の活動を支援（JAいわて花巻・矢沢支店）

地域の農協の取組を知り、連携することで
「農用地の保全」、「地域資源の活用」、「生活支援」の一端を担ってもらうことも可能

2023/10/19

参考：JAグループにおける「小さな拠点」・地域運営組織との連携について



農村RMOと 「公民館」 の連携

・ 公民館には、「学習の成果を地域課題解決のための実際の活動につなげていくための役割」に
加え、「中山間地域における『小さな拠点』の中核となる施設としての役割」「『地域運営組織』
の活動基盤となる施設としての役割」も期待されている。

・ 農村ＲＭＯの協議会が、地域の公民館と連携することで、地域住民や関係団体との交流の活性化、
地域課題を解決するための人材育成や住民による地域づくりの推進が望まれる。

＜ 富山県立山町 ＞

【これまでの活動例】

● 地域住民の参画・話し合いの場
宇川地域づくり準備室、大学との連携 等

● 地域の拠点施設としての活用
宇川加工所、宇川金曜市、餅つきなどの世代間交流 等

＜ 京都府京丹後市 ＞

【これまでの活動例】

● 地域住民の参画・話し合いの場
各種イベント、ワークショップの開催 等

● 地域の拠点施設としての活用
釜ヶ渕地区納涼祭、七夕行事による世代間交流 等

施設全景

釜ヶ渕地区納涼祭多様な世代が参加 多様な世代が参加 宇川金曜市

話し合いの様子 施設全景 話し合いの様子

- 公民館が、農村ＲＭＯの協議会の構成員となることで、地域住民や関係団体との話し合いの場を提供 -

【今後、公民館とともに取り組みたいこと】

● 公民館及び関係する多様な組織等と連携し、公民館を地域
の集いの拠点として、農とのふれあい活動や農村マルシェ
などを実施することにより、人々の絆をより深め、地域を
活気づけていきたい。

【今後、公民館とともに取り組みたいこと】

● 今後とも関係団体と連絡・調整し、農用地保全・
地域資源活用・生活支援に取り組む体制の整備に向けて
連携していきたい。2023/10/19
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運営期のステップで有効な取組
•人と資金を確保する

→農村プロデューサー養成講座の受講、地域おこし協力隊の受け入れにより

新たなリーダー人材を確保

→農山漁村発イノベーション推進・整備事業（農泊推進型）、過疎地域等集落

ネットワーク圏形成支援事業（総務省）などを活用し本格的な事業を実施

→農村RMOモデル形成支援を活用し、実証的に収益事業へ挑戦

•活動を継続する

→中山間地等直接支払交付金、多面的機能支払交付金、地方交付税措置

の活用

2023/10/19
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地域おこし協力隊が、農村ＲＭＯの協議会の構成員・
事務局員となることで、外部人材としての視点を
活かした地域活性化に取り組み。

【これまでの活動例】（農村ＲＭＯに関連しうる業務）

● 各種交付金等の事務

● 鳥獣被害対策としての案山子の製作

● 地元産品を販売する無人販売所の運営

● メープルシロップや山菜ジェラートの販売

● 郷土料理継承に向けた商品開発

● 山間部における交通支援

● 高齢者見回りを兼ねた雪かき支援

● SNSやホームページ等による情報発信 等

農村RMOと 「地域おこし協力隊」「集落支援員」 の連携

・ 農村ＲＭＯの協議会は、地域おこし協力隊や集落支援員といった多様な外部人材の受け皿になっている。

・ 協議会の構成員である地域おこし協力隊や集落支援員は、事務支援やSNS等による情報発信などの活動を
行いつつ、地域の困りごとについても目配りし取り組んでいる。

地域おこし協力隊※１ 集落支援員※２

○ 集落支援員が、農村ＲＭＯの協議会の構成員・事務局員
となることで、集落への「目配り」としての地域支援に
取り組み。

【これまでの活動例】（農村ＲＭＯに関連しうる業務）

● 稲刈り（集落支援員居住地域にて）

● 田の見回り（集落支援員居住地域にて）

● 農作物の運搬（集落支援員居住地域にて）

● 地元産そば打ち教室の開催

● 地域に伝わる伝統料理の継承

● 栃の木とミツバチによるミツロウの生産

● 高齢者交通支援に関する勉強会

● SNSやホームページ等による情報発信

三大都市圏の若者などの人材等を市町村が委嘱（概ね１年以上３年以下）し、
地域ブランドや地場産品の開発・販売・PR等の地域おこし支援や、農林水産業
への従事、住民支援などの「地域協力活動」を実施する制度。（総務省）

地域の実情に詳しく、集落対策の推進に関してノウハウ・知見を有した人材を
市町村が委嘱し、市町村職員と連携して集落への目配りとして集落の巡回、
状況把握等を実施する制度。（総務省）

ミツロウの生産支援 交通支援に関する勉強会伝統料理の継承

稲刈り支援 農作物の運搬支援 地元産そば打ち教室

※１： ※２：

＜ 長野県栄村 ＞ ＜ 長野県小谷村 ＞

農村空間
管理

地域資源
活用

生活支援

地域資源
活用

生活支援

農村空間
管理

案山子の作成 無人販売所 メープルシロップとジェラート

郷土料理あんぼのアレンジ商品 交通支援 雪かき支援

○
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農村RMOの活動に係る各府省の関連施策

制度 農村ＲＭＯとの関わり

立
ち

上
げ

農山漁村振興交付金（農村型地域
運営組織（農村RMO）形成推進事業

 農村RMOを目指す地域協議会等が行う調査、計画作成、実証事業等の取組を支援
 都道府県単位の伴走支援体制構築や全国プラットフォームの整備に対して支援

農水省
下
支
え

中山間地域等直接支払交付金  中山間地域等において将来の農業生産活動を維持するための活動を支援

多面的機能支払交付金  地域共同で行う、多面的機能を支える活動や地域資源の質的向上を図る活動を支援

伴
走

地域活性化伝道師
 地域課題の解決に向けた取組に対して、市町村職員や地域リーダーに指導・助言を行い、地域人材力の強

化を支援
内閣府

地域力創造アドバイザー  地域資源を活用した地場産品発掘・ブランド化・観光振興等の取組を支援
総務省

寄
り

添
い

集落支援員  集落支援員が参画することにより、集落間の調整が円滑化

生活支援コーディネーター  生活支援サービスについて、計画策定や事業活動をサポート

厚労省

連
携

介護予防・日常生活支援総合事業
 地域の実情に応じて、住民等の多様な主体が、要支援者等に対する介護予防・日常生活支援に資する取組

を行うことを支援

重層的支援体制整備事業

 重層的支援体制整備事業における地域づくり事業（介護、障害、子ども、生活困窮の各分野）等について、
農業関連の取組の受け皿となり実施

（例：一般介護予防事業を活用した高齢者の農的活動において、高齢者への農作業の指導や農園の管理
等を実施）

公民館、社会教育主事、社会教育士
 住民の学習ニーズや地域の実情に応じた多様な学習機会の提供、地域課題の解決など、住民の学びを多様

な主体と連携しながら支援
文科省

メ
ン
バ
ー
・
構
成
員

農村プロデューサー養成講座  地域の将来像やそこで暮らす人々の希望の実現に向けてサポートする人材を育成 農水省

地域おこし協力隊  地域おこし協力隊が参画することにより、活動が活性化、経済事業を運営する法人へ就職

総務省

地域プロジェクトマネージャー  地域プロジェクトマネージャーが、行政や民間等との橋渡しをしながら、活動等を支援

地域活性化起業人  地域活性化起業人がノウハウや知見を生かし、経済事業等を支援

特定地域づくり事業協同組合  特定地域づくり事業協同組合からの人材派遣

運
営

地方交付税措置
 地域運営組織の運営・形成支援のための経費等についての交付税措置
 住民共助による見守り・交流の場や居場所づくり等への支援に要する経費についての交付税措置

過疎地域等集落ネットワーク圏
形成支援事業

 新たな事業に取り組む場合に活用

具
現

化
地域管理構想
（国土の管理構想）

 地域管理構想の検討・実行にあたり、地域の核となる主体として参画 国交省2023/10/19
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農村RMOと 「特定地域づくり事業協同組合」 の連携（RMOが、組合員）

・ 「安来市特定地域づくり事業協同組合」では、仕事を組み合わせたマルチワークを形成することで、
組合員加入している地域の事業者に対し、労働者派遣事業を実施。

・ 同組合には、農村ＲＭＯ「えーひだカンパニー」も組合員として参画し、地域づくり人材※が安心して
活躍できる環境を整備。

安来市特定地域づくり
事業協同組合

無期雇用派遣職員として採用

農事組合法人のきの郷

（業種：農業）

有限会社梅林商会

（業種：農機具販売・小売業）

えーひだカンパニー株式会社

（業種：農業）

株式会社
LPCベジタリアファーム

（業種：農業）

北中農園

（業種：農業）

合同会社VEGE齋藤

（業種：農業）

有限会社
ジェイエイやすぎサービス

（業種：農業）

農事組合法人
おおつか営農組合
（業種：農業）

やすぎアグリ合同会社

（業種：農業）

安来市特定地域づくり事業協同組合 組合員

派

遣

平成29年設立。自治機能と生産機能を合わせ
持った、住民による住民のための株式会社と
して、農業（中山間地域等直接支払交付金の
事務も受託）を含め、生活環境、福祉、産業、
観光など多岐にわたる分野で、ビジョン実現
に向けた事業を展開。

えーひだカンパニー株式会社（農村RMO)

えーひだ市場

出典：安来市特定地域づくり事業協同組合ホームページ

※ 地域づくり人材：地域の産業に従事する者やNPO等の社会貢献活動に従事する者など、
地域社会の維持及び地域経済の活性化に寄与する人材等

（地域人口の急減に対処するための特定地域づくり事業の推進に関する法律ガイドラインより）

事例：島根県安来市比田地区

【比田地区】人口959人、世帯数396戸（2022年７月末時点）
小学校１校、19の自治会（集落）
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○ 農事組合法人が中心となり、集落営農や中山間地域等直接支払等の農用地保全活動に取り組み。
○ 地域資源を活用した商品開発やブランド化の他、地域の生活や伝統を守る取組を実施。
○ 移住者の定着のため、交流会やユズの農作業研修などを開催。移住者のための住宅も提供。

農村型地域運営組織（農村RMO)の事例

【一般社団法人 三原村 集落活動センターやまびこ】

ユズ生産額（単年）村外からの移住者（累計）社会増減（H22 ➝ H27）

【農村RMOの活動による成果】

【目的】
1.安心して生活できる村
2.生産活動を継続し、農村維持が
できる村

【役割】
「安心して生活できる村」という目的に
向かい、官民の垣根を超えた発想で
様々な取り組みを推進。

農村型地域運営組織（農村RMO）の事例 高知県三原村集落活動センターやまびこ

【農用地保全】 【地域資源活用】 【生活支援】

農用地保全活動

山菜

どぶろく ユズ

三原村ブランド米

農業公社ユズ関連就労者数（単年）

【高知県三原村】

高知県
【地域の概要】
四万十川支流中筋川の流域にある山村。

【人口】
1,498人（R2.1.1)

【主要作物】
水稲、ユズ、ブロッコリーなど

【面積】
85.37k㎡

【中山間地域等直接支払（R３）】
交付面積：250.2ha
協定開始：平成12年度

三原村で
暮らそう！
【移住促進】

～1,500人の村人全員が「ワンチーム」で取り組み、安心して生活できる村を実現～

三原村

生産部
特産品

販売促進部
福祉支援部 移住促進部 店舗部 観光部

移住促進住宅

移住者交流会（ユズの収穫体験）

地域に伝わる祭りの復活

やまびこカフェ防災教室の開催高齢女性も活躍
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